ソフトウェア保守に適合的な会計処理 -ソフトウェアに係る会計基準の「隙間」を匡正する提案- by 長田,芙悠子
経営学研究論集
第40号 2014.2
ソフトウェア保守に適合的な会計処理
ーソフトウェアに係る会計基準の「隙間」を匡正する提案-
A Relevant to Accounting for Software Maintenance 
- A proposition to correct “crack" in accounting standards for software -
博士後期課程経営学専攻 2011年度入学
?
田 芙悠子
OSADA Fuyuko 
[論文要旨]
As for the purpose of this paper， itcorrects crack in the classification of maintenance in 
accounting standards for software. And it invents a relevant to classification to actual state for 
software and generalizes a relevant to accounting. In my plan， there is“maintenance" to mean 
the passive and positive maintenance correspondence for some kind of environmental change 
and to correct crack in accounting standards for software. This division is difference from “bug 
correspondence" to mean the removal of a defect and failure as negative maintenance. Also， the 
division of“zmρrovement" is al of the new additional correspondence except the maintenance 
correspondence. In addition， ithas created a new division of“'partial deletion" to mean the par-
tial deletion such as functions. These are responsive to the accounting， itis a clear classification 
not to leave room for interpretation in case of practical applications. 
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I はじめに
筆者は，ソフトウェア会計の精織化・体系化を目指して，ソフトウェア・ライフサイクルに沿っ
た考察を進めている。本稿は，そのうち，ソフトウェアの保守 (maintenance)1を主題としてい
る。取り上げる背景的要因は2つある。 lつは，ソフトウェア保守は地味ではあるが重要な
ことである。ソフトウェア保守の重要性について，ケーパーズ・ジョーンズ (Capers]ones)は
近著で次のように述べている。「ソフトウェアアプリケーションの平均寿命は 10年から 30年以
上に及ぶために，真の工学分野としては開発プロセスのみに注目するだけでは不十分で、あり，保
守(欠陥修復)と機能拡張(新機能の追加)も含める必要があるJ3。また. ["ソフトウェアアプ
リケーションの運用開始後の規模拡大率は約8%/年であるから.20-30年後には当初規模の2
倍以上に膨らんでいると思われるJ4。つまり，保守期間は相当長期に亘り，且つ累積保守コス
トは初期開発コストを上回る場合も少なくないのである。
もう lつは，ソフトウェア保守は. (新規)開発と共通する点も多いが，相緯する点があるこ
とである。ソフトウェア開発と保守との違いは，アクテイピティ(作業)の観点から的確に捉え
ることができる。情報処理推進機構は，保守を大きく三つのフェーズに分けており，①「調査・
分析」と②「機能実現Jと③「テスト」とする 5。①「調査・分析」と③「テスト」において，
母体となる既存システムを考慮したアクテイピテイが加わり 例え同規模でも開発に比べ工数・
コストが増加する 6 としている。このような保守の重要性並びに開発との相違から，保守を会
計上独立的に考察する意義があると考えている。
そして，保守を会計的に捉える場合，何よりも問題になるのは，現行の日本のソフトウェアに
係る会計基準 7(以降「ソフトウェア会計基準」と略記)における保守の取り扱いであり，特に
分類の仕方である。 lつは，ソフトウェア会計基準にはネガティブな不具合の対応とは異なるポ
ジテイブな維持対応の規定が欠落しているので，不具合(パグ，欠陥)対応と改良との聞に隙聞
が生じてしまっている。もう lつは，業務上不要になった機能等を部分的に削除する規定が欠落
1 ソフトウェア実務では「保守」という用語が広く定着しているにも関わらず，それとは異なる用語を使う動向
が見られる。「保守開発Jr改良開発」といった開発との合成語としたり.r改良」という価値付与的な用語へ
の選好が見られたりするが，筆者は実務に即した「保守」を用いる。
2 地味というのは，①開発に関する書籍が膨大で、あるのに対し，保守に関する書籍は(翻訳書，絶版書を含めて
も)10指に満たないこと，②保守固有の開発技法はリファクタリング (refactoring)程度しかないこと，③
技術者が保守業務に従事したがらないこと，などを合意させている。
3 Jones.Cap巴rs(2010)邦訳P.202
4 Jones，Capers (2010)邦訳P.202
5 情報処理推進機構 (2007)P.12 
6 同書P.13
7 保守に関して，企業会計審議会(1998)は極めて簡略なので，例示を挙げる等詳細に規定している日本公認会
計士協会 (1999) (以降「実務指針」と略記)をも取り上げるので，それらの総称とする。
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している。筆者の知る限り，これらは問題視されず，放置されている。それ故，本稿はこれらの
欠落・遺漏(隙間)を匡正するために，ソフトウェア保守の実態に適合的な分類を考案し，それ
に基づく適合的な会計処理を導き出すことを目的とする。但し，測定に関しては示唆的な言及に
留める。
本稿の進め方は，第一にソフトウェア保守の特性を明確にするために ソフトウェア・ライフ
サイクルに占める期間とコストの面から保守を概観する。また，既に提唱されている保守の分類
を取り上げ，問題点を浮彫りにする。第二に，会計の現状における保守の取り扱いに関して，日
本のソフトウェア会計基準に留まらず，アメリカ基準等をも取り上げ，特に分類とそれに基づく
会計処理の仕方を確認する。第三に，核心部分であるが，各種の保守分類を比較評価し，問題点
を一層明確化した上で，ソフトウェア保守に最も適合的な筆者の分類案を提示する。更に，その
分類に適合的な会計処理案を提示する。最後に，纏めを行い，今後継続的に取り組むべき方向を
示唆する。
E ソフトウェア保守とは何か
1 統計的に見たソフトウェア保守
保守を的確に捉えるために，統計的・数値的な様相を一瞥したい。まず，ソフトウェア・ライ
フサイクルの一般的な期間と，保守の期間を捉える。ソフトウェア・メインテナンス研究会は，
「開発費の投資回収を考えて開発期間の何倍もの期間使い続けるなら 計画的に開発されたソフ
トウェアの寿命が10年以上に達することは十分考えられますJ8と説明している。また，ケーパー
ズ・ジョーンズに依れば，平均寿命は.MIS (Management Information System :経営情報シス
テム， 自社利用ソフトウェアの相当数を占める)が 10.13年，市販(市場販売目的ソフトウェア)
が6.50年，システム(基本ソフト等，市販と併せ市場販売目的ソフトウェアに相当する)が
12.00年である。更に.]UAS (Japan Users Association of Information Systems :日本情報
システム・ユーザー協会，以下r;UASJと称す)に依れば，ジョーンズの MISに相当する「主
な基幹業務システムのライフサイクルJの単純平均は.14.6年(開発後8.5年と今後の利用予定6.1
年の期間合計)であり.2007年度調査と比較すると「ライフサイクル全体では 0.8年ほど延びて
いるJのである 100
次に，ソフトウェア・ライフサイクルに占める保守のコスト比率を捉える。ロパート・ L・グ
ラス (RobertL. Glass)は.rプログラム開発に要するコストと時間は 平均で全体の 20~60%
である。残りの 40~80%は，保守にかかる(本書で後ほど展開する議論上，保守は，ソフトウェ
ア・ライフサイクル全体の約60%を占めるとここでは述べておく)oJとし，コストと時間の点で，
8 ソフトウェア・メインテナンス研究会 (2007)P.4 
9 ]ones.Capers (2008)邦訳P.244-246
10 ]UAS (2012) P.232 
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保守が中心的なフェーズとして重要で、ある，と捉えている I。そして「後ほど展開する議論」で，
その「全体の約60%Jの「保守費用の60%は 機能変更用 すなわち，ソフトウェアの効率を
上げるための費用J12であり.1保守フェーズで不良修正にかけるコストは，保守費用全体の
17%と，非常に低く J13. 残りの 118%は環境適合のために使う。すなわち，異なるシステム環
境下で，プログラムを稼働させるための保守作業である。ハードウェアが新しくなったり.OS 
が変わったり，新パッケージ製品の新インターフェースに合わせたり，新しいデバイスを支援す
るなと守の環境変化への対応であるJo1保守の残り 5%Jは「いわゆるその他」である。概算値と
して参考になる。
具体的な調査結果として.JUASは「自社開発の稼働後の保守費用」を掲示している。「自社
開発の初期開発投資」に対する保守費用の割合(%)の平均値として，初年度7.7%.2年目 7.7%.
3年目 9.1%. 4年目 8.9%.5年目 10.9%.6年目以降 10.7%が挙げられている 14。それを集計す
ると，開発費用に対して，初年度から 6年目以降(が何年固までかは不明だが)までの保守費用
は55.0%ということになり，大凡半分強である。これから言えることは，開発費用が一時抗用と
しては多額であるのに対して，保守費用は個々の案件毎には些少であるが，ソフトウェアのライ
フサイクルが長期間に及ぶ場合には，総額としては開発費用を上回ることもあり得るということ
である。
2 ソフトウェア保守の様々な分類
既に提唱されているソフトウェア保守の分類により，ソフトウェア保守の特性を更に明確にす
る。
(1)国際標準JIS規格におけるソフトウェア保守
まずは，ソフトウェア・メインテナンス研究会の一書がサブタイトルにも冠して全般的に依拠
し情報処理推進機構でも定義で依拠している 15 国際標準且つJIS規格である「ソフトウェア
技術ーソフトウェアライフサイクルプロセス一保守J(ISO/IEC 14764:2006. JIS X 0161:2008) 
(以降では「国際標準JIS規格」と略記)16における，保守の分類を取り上げる。保守の定義は，
「ソフトウェアシステムへの費用対効果の高い効率的な支援の提供を要求するあらゆる活動。活
動は，引渡し後と同様に引渡し前にも実施される」とし，注記で「ヲ|渡し前の活動としては，引
1 Glass.Robert L. (2003)邦訳P.l84-185。なお，文中の「プログラム」はソフトウェアと解すればよい。又，数
値には根拠が示されていないので 大まかな傾向性と受止めておくのが無難で、あろう。
12 同書P.l87。なお.r機能変更」は「機能拡張」とも言い換えており，そのほうが趣意には相応しい。
13 同書P.l88。なお，続く引用も同ページからである。また，同書の「環境適合」の例示の中には保守の範囲毒を
超えていることがあるので，要注意である。
14 ]UAS (2010) P.l45 
15 情報処理推進機構 (2007)P.9-1O 
16 日本規格協会 (2011)P.259-292 
渡し後の運用，支援性及び配送決定についての計画策定が挙げられる。引波し後の活動には，ソ
フトウェア修正，訓練及びヘルプデスクの運営が挙げられる」としている 17。
保守を「訂正」と「改良」に大別し，前者を①「是正保守」と②「予防保守J.後者を③「適
応保守」と④「完全化保守」に分類している 18(筆者が付番)。
①「是正保守J(corrective maintenance)は.iソフトウェア製品の引渡し後に発見された問
題を訂正するために行う受身の修正 (reactivemodification) Jで，注記に「この修正によって，
要求事項を満たすようにソフトウェア製品を修復する」とある 19。なお，その系として「緊急保
守J(emergency maintenance)があり，これは「是正保守実施までシステム運用を確保するた
めの，計画外で一時的な修正」であり，注記で「緊急保守は，是正保守の一部である」としてい
る20。
②「予防保守J(preventive maintenance)は. i引渡し後のソフトウェア製品の潜在的な障害
が運用障害になる前に発見し，是正を行うための修正J21である。
大別分類の「改良」は. i改良保守J(maintenance enhancement)と称呼し. i新しい要求を
満たすための既存のソフトウェア製品への修正」で 注記で「改良保守には，適応保守及び完全
化保守の二つのタイプがある。改良保守は ソフトウェアの訂正ではない」としている n。
③「適応保守J(adaptive maintenance)は.i引渡し後，変化した又は変化している環境にお
いて，ソフトウェア製品を使用できるように保ち続けるために実施するソフトウェア製品の修
正」で，注記でやや長く「適応保守は，必す(須)運用ソフトウェア製品の運用環境変化に順応
するために必要な改良を提供する。これらの変更は，環境の変化に歩調を合わせて実施する必要
がある。例えば，オペレーテイングシステムの更新が必要になったとき，新オペレーテイングシ
ステムに適応するためには 幾つかの変更が必要かもしれない」としている 230
④「完全化保守J(perfective maintenance)は.iヲl渡し後のソフトウェア製品の潜在的障害が，
故障として現れる前に，検出し訂正するための修正」で，注記で「完全化保守は，利用者のため
の改良，プログラム文書の改善を提供し，ソフトウェアの性能強化，保守性などのソフトウェア
属性の改善に向けて記録を提供する」としているヘ
これらには，大きく 3つの不備がある。 lつは，保守をパグ対応に限定される「訂正」と「改良」
17 同書P.262。注記の「運用」や「ヘルプデスクの運営」は ソフトウェアの運用に関することなので，保守の
定義に含めることは誤りである。
18 同書P.262
19 問書P.261
20 同書P.261
21 同書P.262
n 同書P.261
お同書P.261。なお，オペレー テイングシステムは引用以外では 03と略私、する。
24 同書P.262
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に2大分類しており，維持的な性格の保守を逸している。 2つには 大分類の「改良」の③が不
明確なことである。「環境変化」が専ら技術的なものか業務的な環境変化への適応を含めた
ものか，両様の解釈があり得る。定義の文言と例示の限りでは，技術的な変化に限定しているよ
うだが，規程の全篇を通して明確化していない。業務的な環境変化への適応をも明示的に含める
べきである。 3つには，仕様変更における部分的な削除が，何れの分類にも該当しないのである。
機能(仕様)が不要となり削除するので，パグの除去とは異なり 独立的に分類に加えなければ
ならない。
(2) ファンクションポイン卜法におけるソフトウェア保守
IFPUG (The International Function Point Users Group)のFP(Function Point :ファンクショ
ンポイント)法は，ソフトウェアの機能規模を計測する手法であるお。開発費用の見積りあるい
は実績の測定において広く利用されている。
「計測種別」には.i新規開発プロジ、エクトJ.i機能改良プロジ、エクトJ.iアプリケーションj
の3つがある。「アプリケーション」という種別は，最新の機能規模全体の計測であり. i機能改
良プロジェクト」が遂行されると. i新規開発プロジェクト」とその「機能改良プロジェクト」
を総合して最新の計測を行うのである。従って ここで取り上げるのは「機能改良プロジ、エクト」
と「アプリケーション」である。「機能改良プロジ、エクトJが保守に相当する 260
「機能改良プロジ、ェクト」幻は，規模の計測として，性格の異なる機能の追加・変更・削除を
的確に識別した計測となっており，機能追加と機能変更と移行機能の規模の合計に，機能削除の
規模を加算する計算である。なお，機能削除を別の括りにしているのは，機能追加や機能変更は
新たな作業として今回の計測を反映させるが，機能削除にはそれは不要で旧の計測のままとすれ
ばよい，という意味である。また，削除する機能規模を加算するのは，削除することも作業を行
うという意味で作業量の計測に繋げていくためであり 保守作業に対応する機能規模を計測する
趣旨である。
そして，最新の機能規模全体の計測である「アプリケーションJ28では 機能変更に関して「機
能改良プロジェクト」の前後の差分を計測する「補正」をし 機能削除は減算する補正をするの
である。この「補正Jによって，機能改良プロジ、エクト後の全体規模が正しく計測される。
幾つかの間題点を指摘する。第1に，機能改良プロジェクトの計測に「移行機能」を加算する
ことは不適切で、ある。「移行機能jの主要作業はデータ移行であり，データはソフトウェアでは
ないこと，また移行用のプログラムはデータ移行にのみ使用する使い捨てプログラムで，これ以
降の運用には使用しないので，本香運用対象のソフトウェアの規模に加算することは不適切で、あ
25 FPに関しては.IFPUG (2005)を参照した。
26 I機能改良Jには価値的な合意があるとは言えるが，パグ対応等も対象範聞としている。
27 本稿では計測数値には立ち入らないので，計算式は省略する。 IFPUG(2005) P.9-12を参照のこと。
28 計算式は省略する。同書P.9-18を参照のこと。
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る。つまり，同じプロジェクトで、作業を行った場合でも，別の取り扱いとするのが適切である。
会計上は，費用処理と資産計上の違いとなる。第2に，機能変更に閲して.rアプリケーション」
では正しく前後の差分を計測するが，機能改良プロジェクトの計測では変更後だけを計測してい
て，整合的ではないことである。機能改良プロジェクトの計測でも，差分を計測するのが整合的
である。第3に，機能改良プロジ、ェクトでの計測を「アプリケーション」でそのまま全体的に使
用して再調整をすることは不適切である。部分的な「機能改良」の影響を無造作に全体に波及さ
せる再調整だからである。これは会計的には 資産額を機能改良の都度再調達価額に置き換える
ことを意味する。もちろんFPが即座に資産額を示すものではないが.FPがベースとなり，コ
ストの計算，ひいては計上される資産額へと繋がっていくからである。この再調整を取り止めて，
増分を追加計上するだけとすべきである。第4に.FPを用いた会計上の取り扱いとしては，機
能削除は資産対象から除外され除却処理対象となるので lつの計算式に含めず，機能追加や変
更とは区別して取り扱う必要がある。
以上のような問題点はあるが，維持か改良かといった価値的な判断を伴うことによる範囲・境
界の問題は生じず，保守を既存のソフトウェア・プロダクトに対する追加・変更・削除という明
解な違いによって分類し，それに即応した規模計測を行うことはFP法の優れた特長であると言
える。
回 会計におけるソフトウェア保守の取り扱いと問題点
1 会計におけるソフトウェア保守の取り扱い
(1)現行の日本のソフトウェアに係る会計基準における取り扱い
ソフトウェア会計基準における保守の取り扱いには大きな問題がある。まずは会計基準での保
守の取り扱いを整理する。実務指針Eの3.と 34.では市場販売目的ソフトウェアに関して，保
守を「機能維持」と「改良(著しいものを除く。)及び強化J(以降「著しくない改良」と略記)
と「著しい改良」に区分している。これに対して 自社利用ソフトウェアに関しては保守に関す
る規定が全く欠落している。実務指針Iの15の規定は 再構築m又はパッケージソフトウェア
の初期的なカスタマイズであり，保守ではない。「機能維持」等の規定は，厳密には市場販売目
的ソフトウェアに関する，且つそれに限定した規定である。従って，それだけでも重大な欠落・
遺漏だが，市場販売目的の規定を自社利用にも拡大適用・準用する流儀で，以降の議論を進める
ことにする。
「機能維持」は実務指針Eの34.で「パグ取り， ウィルス防止等の修繕・維持・保全」と規定
している。「著しくない改良」は同Eの34.でごく簡略に「ソフトウェアの操作性の向上等」と
m ソフトウェアの再利用並びに再構築に|刻しては 「ソフトウェア再利用に迎合的な会計処理一ソフトウェアに
係る会計基準の不備を補正するために-Jr経理知識J第91号 (P.63・78). 明治大学問家試験指導センター経
理研究所.2012年9月30日を参照。
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しか規定していない。これに対して， I著しい改良」は同Eの3.で少々詳しく， I研究及び開発
の要素を含む大幅な改良を指しており，完成に向けて相当程度以上の技術的な困難が伴うもので
ある」とし， I具体的な例として，機能の改良・強化を行うために主要なプログラムの過半部分
を再制作する場合，ソフトウェアが動作する環境(オペレーションシステム，言語，プラット
フォームなど)を変更・追加するために大幅な修正が必要になる場合などが挙げられる」と規定
している。なお， Iオベレーションシステム」は全く別の普通名詞であり，この文脈では正しく
は「オペレーテイングシステム (OS: Operating System) Jでなければならない。以降では OS
と読み替える叱
これらの取り扱いには，問題が大きく 2つある。 lつは， I機能維持」と「改良」の区分の問
題である。もう lつは， I改良」を「著しくない改良Jと「著しい改良」に区分している問題で
ある。まず，順序は逆だが，後者を取り上げる。「著しくない改良」を資産性の増加と認めて資
産計上としながら， I著しい改良」は通常ならば更に資産性が顕著に増加するのであるから，同
様に資産計上とするのが一貫性のある合理的な判断であるにも関わらず， I研究開発」と同列に
扱い，大半を費用処理とする不合理な取り扱いをしている 310
更に， Iソフトウェアが動作する環境」の例を 3つ挙げているが， OSとプラットフォームを
30 ITの分野では同義語が多いので 改めて丹念に調べたが大部の専門用語辞典である情報処理Il用語大'j(.s同fi
集委員会編 (1992)r情報処理用語大事典Jオーム社，相磯秀夫監修，牧野武則・斉藤岡IJ.中村克彦・オーム
社編 (2001)r情報技術用語大事典』オーム社，更にはOSに関する最も治i翰なテキストである Silberschatz，
Abraham， Galvin ，Peter Baer， Gagne， Greg， Operating System Conceptsア"Edition， Wiley. (2004) (アプラハ
ム・シルバーシャツツ，ピーター・ベア・ギヤルピン，グレッグ・ガニュ(土居純久・大谷氏・加jf:握手1ft・光
来健一・清水謙多郎・高田慎吾・高田広章・千葉滋・野口健一郎訳)(2010) rオペレーテイングシステムの概
念J共立出版)では， Iオペレーションシステム」は全く記載がなく 本文・索引ともオペレーテイングシス
テムの「同義語」参照といった扱いすらされていない。 ]IS情報処理用語解説編集委員会編(1985)r;s iW拠
コンピューテイング データ通信用語解説集』日本理工出版会でも 情報処理技術者試験受験者用の1:本的制i
処理開発協会監修， 日本システムアナリスト協会・上級システムアドミニストレータ連絡会編 (2003)r情報
処理技術者用語辞典』日経BPでも全く同様で、ある。そもそも世界初の商業化された OSは1964年に IBMの
System/360に搭載された OS/360であり，それは紛れもなく「オペレーテイングシステムJと呼称され，そ
れが用語としても一般化されたのである。これらからすると.年代や専門性のレベルによるブレは全くない。
ただ lつ，筆者の検索し得た限りでは，ウイキペデイアで， IオペレーシヨンシステムJ(URL:http:// 
ja.wikipedia.org/wikil (アクセス 2013/08/21，17:59))とは，まず「様々な情報を一元化して管理するための仕
組み。航空，物流などで使われる」という説明が挙げられており(普通名詞)，次いで「オペレーテイングシ
ステムの誤用」とある。確かに インターネット上で検索すると， Iオペレーションシステム」の名でUNIX
やWindowsに言及するサイトが幾つもあり これで得心がいったと言える。学術的には認知されていないウイ
キペデイアですら「誤用」と明記される程，初歩的なミスであり，会計における指針のような権威あるものが
このようなミスをすることは，お粗末である。こういった誤りを，ソフトウェアではバグという。
31 これはソフトウェア開発の大半を研究開発と看倣す根幹の規定からの派生系であり，それらが致命的な誤認で
あることは， Iソフトウェア開発における研究開発と非研究開発ーソフトウェアに係る会計基準のセントラ
ル・ドグマの解体へーJr経営学研究論集J第39号 (P.89.109)，明治大学大学院， 2013年9月10日で主題的
に論じている。
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除き，言語がなぜ.1ソフトウェアが動作する環境」なのか。ソフトウェアが具体的なプログラ
ムとして体現される技術そのものであり.1環境」ではない。また，それらを「変更・追加する
ためJとあるが，変更と追加では大きく異なることが考慮されていない。追加であれば，部分的
な影響に留まる可能性があり「改良」と見倣しでも差し支えないが.全面的な変更であれば，全
面的な再構築つまり新規開発となる可能性が大きいのである。
次に.1機能維持」と「改良」の区分の問題であるが.1機能維持」とは，規定にある「修繕・
維持・保全」を一般的に捉えると，より広い事象への対応が対象となり得るが，例示の「パグ取
り，ウイルス防止等」と連接されると 範囲は極めて限られてくる。例え「等」を付して2例に
限るものではないとしても，例示による限定は避けられず，素直に解釈すれば，ネガテイブな事
象への対応しか含意していないと見倣さざるを得ない。パグ取りは不具合の除去，ウイルス防止
はセキュリティ上の脆弱性の解消だからである。
だが，一般的に「修繕・維持・保全」を捉えるならば，受動的ではあるがポジテイブと言える
事象への対応を含めて然るべきである。これが有形物との違いと言える。有形物であれば，それ
自体の経年劣化や使用に伴う磨耗や汚染等が生じ.1修繕・維持・保全」で部品等の交換や研磨
や洗浄等を行うことで，近似的に「原状回復」するが，新品への完全な回復にはなり得ない。そ
れに対して，無形のソフトウェアにはそれ自体の経年劣化や使用による磨耗等は一切起こらな
い。「修繕・維持・保全」であり得るのは，顕在的であれ潜在的であれ，埋め込まれていた不具
合(パグ，欠陥)を除去するか，又は何らかの変化に対する受動的で、はあるがポジテイブな対応
である O 従って.1不具合(パク¥欠陥)対応」と，改良ではない「維持的な対応」と. 1改良」
という 3区分が必要なのであるが，会計基準では，不具合(パグ，欠陥)対応である「機能維持」
と「改良J(1著しくない」又は「著しいJ改良)しか規定しておらず，不具合対応ではなく且つ
改良でもない維持的な対応を欠落させ，隙聞を作ってしまっている。これに関しては，後ほど例
を挙げて更に明確にしよう。
(2)アメリカのソフトウェア会計基準等における取り扱い
ソフトウェア会計に関する先行研究には，ソフトウェア保守を主題的に取り上げているものは
筆者の知る限りごく僅かしかない。そこで，ソフトウェアに係る国際的な会計基準等における取
り扱いも含めて取り上げる。それらは①機井通晴(1993).②F ASB (1985).③AICPA (1998) 
である。
①棲井通晴 (1993)は.1991年に当時の通産省所管で楼井通晴教授が委員長として立ち上げ
られた「ソフトウェア資産性委員会」から公表された「ソフトウェア会計実務指針[案Jで，
拘束力・強制力を持つ会計基準ではないが，ソフトウェア会計基準が制定される以前から，明確
にソフトウェアの会計上の取り扱いを包括的に規定した指針案なので取り上げる。
向指針[案]の 17機能の改良，強化と保守費用Jでは， まず 11.機能の改良，強化コスト
の会計処理J32は.1客先がついていない既存ソフトウェアの機能を改良，強化するための定期
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(:19・継続的作業のためにかかったコストは，研究開発目的を除き，製造原価とする」としている。
注2で「既存製品に新たに機能を付加する際，付加する機能の新奇性ならびに開発リスクが高い
ものもある。Jそのように 「新規開発と考えられるべき既存製品への改良，強化のためにかかっ
た費用は，研究開発費として処理するのが妥当である」としている。続いて注3で.1ソフトウェ
アの価値は，時とともに急速に陳腐化する。そこで，当該ソフトウェアの現在の価値を維持する
ためには，どうしてもパージョン・アップが必要になる。かかる必要から行われるパージョン・
アップのための費用を資本的支出と解するのは妥当で、はない。」従って，既存製品の機能の改良，
強化に限定して製造原価とすべきであり，既存製品の機能維持の費用は期間費用として処理すべ
きであるとしている。
次に 12.保守費用の会計処理J33では.1ソフトウェアが顧客に引き渡されてから保守と顧客
支援のためにかかった費用は すべて発生時の費用である」としている。注1で「保守には，仕
様，設計，コーデイングなどに現れたソフトウェアの誤りを修正したり，簡単なユーザーからの
要求，法律の小改正への対応，運用状況の変化などに対応するため，ソフトウェアを定型的に改
訂することである。保守と機能改良 強化との区別は，現実には理論でいうほど明Ti(lではない」
としている。注2で「顧客に引き渡されてからの保守と顧客支援のための費用は収益的支I.Uであ
り，資本的支出ではない。したがって，これらのコストは，発生時の費用で処理するのが妥当で
あるjとしている。更に.1保守とは，ソフトウェアが顧客へ引き渡された後，誤りを訂正したり，
現在の情報にもとづいて当該製品を更新することをいいます。一方，パージョンアップとは，製
品マスターの耐用年数を延長させ，販売可能性を著しく改善することを意図した既存製品に対す
る改良・強化のことをいいますJ34とし，この両者の区別には「客先がついている」か否かが重
要であり，ついていなければ，あくまで製造原価とすべきだとしている。
この取り扱いには，大きく 2つの問題がある。 lつは.1保守」は「顧客へ引き渡された後」
の作業.1機能の改良，強化jは「客先がついていなしづ作業であるとして.両者を区別する規
準を，客先の有無としていることである。同実務指針[案]は，販売用だけでなく，受注制作や
自社利用のソフトウェアをも包括的に規定しているにも関わらず，販売用と受注制作のソフト
ウェアに囚われていると言わざるを得ない。既に運用している自社利用ソフトウェアに機能の改
良，強化を施すのは，ユーザ企業主導の自社体制で外部者を参加させる場合と，外部委託する場
合とがある。前者の場合には，客先などは存在しないので，客先という概念の適用自体が不適切
である。後者の場合には，当該ソフトウェアを所有しているユーザ企業が客先であることは所与
なので.1保守」に該当する。しかし前者を「機能の改良，強化」と判断するならば，委託と
自社で行う場合とで，同様の事象に対する分類，ひいては会計処理が異なるのは不合理である。
32 桜井通晴 (1993)P.59-60 
33 桜井通晴 (1993)P.60-61 
34 t袋井通晴 (1993)P.75 
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何れにしても，腔昧で解釈の余地があり，不適切な判断規準である。整合性のある包括的に適用
可能な規準としなければならない。 2つに， i保守」あるいは「機能の改良，強化」ないしは「パー
ジョン・アップ」の定義が陵味なことである。保守の定義に挙げられている事象がどの範聞まで
を指すのか，機能の改良，強化の範囲とも密接に関わり，その分頒如何により会計処理は大きく
異なる。パージョン・アップにしても 「機能維持」のためとしながら 定義の内容からは，維
持では済まず，機能の改良，強化と区別がつきにくく，解釈的たらざるを得ない規定であり，会
計処理にパラつきが生ずることは否めない。
②FASB (1985)は， 1985年に公表された FASB (Financial Accounting Standards Board) 
のSFAS (Statement of Financial Accounting Standards)第86号「販売， リースその他の方法
で市場に出されたコンビュータ・ソフトウェアの原価の会計処理 (Accountingfor the Cost of 
Computer Software to Be Sold， Leased or Otherwise Marketed) Jで，現在の iFASB ACS 985-
20-25-2 -Costs of Software to be Sold， Leased， or MarketedJ (以降 iSFAS86Jと略記)で，
世界で最初のソフトウェアに関する会計基準として，①や日本基準の参照枠であるので取り上げ
る。
par52.で「保守 (Maintenance)Jとは， i製品が顧客へ一般に出荷可能となった後，誤謬を改
正し，又は製品を現在の情報に基づき更新するために実施される活動。当該活動には，定型的な
変更及び追加が含まれる」とし， par6.で「関連する収益が認識される時点若しくは，当該原
価が発生した時点のいずれか早い時点において費用処理しなければならないJとしている。
また， par52.で「製品機能強化 (Productenhancement) Jとは， i当初の製品の寿命を延長させ，
又は市場性を大幅に改良することを意図した現存製品の改良。機能強化は通常，製品設計を必要
とし現存の製品のすべて又は一部の再設計を必要とすることがあるJとし par2.及びpar4.
で一定の要件を満たせば資産計上しなければならないとしている。
③AICPA (1998)は， 1998年に公表された AICPA (American Institute of Certified Public 
Accountants)のSOP(Statement of Position) 98-1 i社内利用のために開発又は購入されるコ
ンピュータ・ソフトウェアの原価の会計処理 (Accountingfor the Costs of Computer Software 
Developed or Obtained for Internal Use) Jで，現在の iFASB ACS 350-40 -Internal-Use Soft-
wareJ (以降 iSOP98-Uと略記)で，②より少し遅れて自社利用のソフトウェアを対象として
公表されたものであるので取り上げる。
par17.でソフトウェア開発のプロセスを3つに大別した上で， i完成後/運用ステージ (Post-
Implementation/Operation Stage) Jで発生する原価に「トレーニング (Training)Jと「アプリ
ケーションメンテナンス (Applicationmaintenance) Jを挙げている。 par23.で， i内部及び外部
で発生したトレーニング及びアプリケーションメンテナンスの原価は.発生時に費用処理する」
としている。
Par24.では， iアップグレード (Upgrades)及び改良強化 (Enhancements)Jとは， i機能追
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加を伴う既存のソフトウェアに対する変更・修正であり それは以前には実行不可能であったタ
スクを実行可能とするものである。これらは 新たな仕様や設計既存の仕様や設計の一部又は
全部の変更が求められるものである。」としている。これに関して.par73では.r機能を追加し
ない単なるソフトウェアの耐周年数の延長は，資産計上すべき原価の作業というより，メンテナ
ンス作業である。」
Par25.とPar26.では，アップグレード及び改良強化の内部及び外部(契約)で発生する原価は，
par20-23.に基づいて資産あるいは費用として処理する。また，メンテナンスとマイナーアップ
グレードと改良強化，あるいはメンテナンスとアップグレード及ぴ改良強化が契約により一体と
なっている場合には，合理的な基礎に基づき各要素に割り当て，メンテナンスの原価は契約jijJ聞
にEって費用処理すべきとする。更にpar72.で，これらが分離できない場合には，すべて発生
時に費用処理すると結論付けている。
SFAS86は.r保守」と「製品機能強化」を定義している。それに対してSOP98-1は，まず「アッ
プグレード及び改良強化」を定義して それに該当するもの以外を「メンテナンスJとしている
ので，保守の明確な定義はなく，不分明で、ある。そこで，両者の区別には機能追加の有無が.重
要な判断規準となる。 SOP98-1には保守の明確な定義はなくとも，この判断規準により. jihj '?j-を
機械的に判断可能なのに対して.SFAS86は両者を定義してはいるが，定義が暖昧であり，何れ
に該当するかは判然としないと言える。また，耐用年数の延長について，機能追加を伴わない場
合には，何れの会計基準を適用するかにより，分類並びに会計処理が異なる。つまりは，ソフト
ウェアの目的が異なるだけで，同様の事象に対して会計上の取り扱いが異なることは，整合的で
なく不適切である。
2 ソフトウェア保守に適合的な分類
ソフトウェア会計基準における保守の取り扱いには 大きな問題があることは明白である。そ
れにはまず，ソフトウェア保守に関する適切な分類を行うのでなければならないが，如何なる分
類が適切か。現在ある比較的妥当な分類規準は，大別すれば，国際標準JIS規格の性格分類か，
又はFP法で採用されているテクニカルな分類である。テクニカルな分類は何よりも実務に馴染
んでおり，分類規準が明確で、客観的であり，適用に迷うことがない点では優位性がある。それに
対して，国際標準JIS規格は適用に少々覚束ないところがあるが，価値的な分類の意義は逸せら
れないものがある。なお，総じて言えることは 両者の分類とも会計処理を意識したものではな
し、。
従って，性格分類やテクニカルな分類が如何なる会計処理と対応するか，あるいは対応させる
のが適合的か，直通的には導き出せないのである。そこで，筆者案を提示せざるを得ない。これ
までの考察を整理するために，表lに一覧を掲げる。それを補足解説して，考察を進めることに
する。
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ソフトウェア保守分類一覧
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(出所 ・筆者)
lつはFP法の「機能変更」に関しては，形式的なことにだ前提的なことを幾つか述べると，
内容的なことを含めて捉えなければならないことである。設計書の記述け着目するのではなく，
「修正」に関では変更履歴を残す意味で，様式(要領)やプログラム標準(コーデイング規約)
フ(設計書で当該箇所に抹消線を引く，実際には現行仕様 (旧仕械)を論理的に削除してして，
内容から判変更仕様(新仕様)を追加する場合があるが.ログラムでコメント行扱いする等)， 
それを「機能変更Jと見倣すのであり，追加と削除と見倣しではならないのである。断して，
lつの保守案件が複合的な内容の案件である場合があるが作業はー纏まりで行う2つには，
それらを分割 ・分解して 単独の個別案件として捉えるのでなければならないことでとしても，
ある。そうでないと，維持なのか改良なのかといった分類は混濁してしまうからである。
これはソフトウェアのソフ トウェア保守の筆者案の分類を説明する。言うまでもなく，さて，
制作目的や利用目的に関わらず 何れのソフトウェアに対しでも適用可能な分類である。
不具合の除去を意味する。除① 「パクー 対応」は， 最低限のネガテイブな維持対応として欠陥，
去といっても，削除するとは限らず， 誤った仕様を修正したり，漏れていた仕様を追加したりす
ることもある。障害を含め，誤処理を起こさないようにすることである。規模の増減は何れもあ
正常に復したと見倣すのが妥当価値の増加を意味するのではなく，り得るが，例え増加しでも.
である。
これ② 「維持Jは，何らかの環境変化に対する受動的且つポジ、ティブな維持・対応を意味する。
その|獄聞を埋めるために会計基準が規定を欠落させ|場!I聞を作ってしまっている区分であり，は，
それに起因して生
何れも基本的には既存
設けるのである。環境変化は.業務に|刻わる主として外部的な変化であるが，
ずる企業内部の変化.あるいはソフトウェアに関わる変化も含まれるが.
の事象・事態の変更に留まるものに限定される。それらに対して，仕様を変更して対応すること
が維持である。
ソフトウェア会計基準では「パグ取り」と「ウィルス防止」を例示として同列に扱っているが，
開発時点で既成のウイルスに対応していなければ脆弱性のパグであるが新たに出現したウイル
スを「防止」できないことはパグではなく，受動的で、はあるがポジテイブに堅牢とする維持であ
る。
また， iソフトウェアが動作する環境Jの変更を「著しい改良」の例示としているが，一概に
改良となるわけで、はなく，受動的な対応で維持となる場合もある。例えば， 08やプラットフォー
ムが製造停止ないしサポート・サービス停止で利用を継続できなくなり，別のものにリプレース
する場合が該当する。実際にこの例は少なくない。但しプログラミング言語がそれ自体でサポー
ト・サービス停止となることは滅多にないが， 08やプラットフォームが当該言語をサポートし
ていないので， 08やプラットフォームをリプレースする際に連動して言語も変更しなければな
らなくなることはあるので，そうした場合と見倣しておく。しかも，リプレースするものが互換
的であるか，その程度如何によって，過半のコンポーネントを作り直すのであれば，保守の維持
ではなく，新たな開発となるのである。既存のコンポーネントの過半を廃棄するのであるから，
既存のソフトウェアは除却処分を行うのが適切で 例え既存のコンポーネントを一部残すとして
も，それは新たなソフトウェアにおける再利用おと見倣すのが妥当である。受動的な対応で，
E換性の程度が多く，過半の作り直しには到らない場合は維持である。
③「改良」は，何らかの環境的もしくは自発的な，新たな事態・動向に対する，能動的な対応
を意味する。主として新たな仕様を追加する場合であるが，付随的な修正等もあり得る。ソフト
ウェア会計基準の「ソフトウェアが動作する環境」の変更・追加に関して，能動的な対応は当然
に改良である。但し，既存の技術との互換性が少ないか，それ以外の事由を含め，過半のコンポー
ネントを作り直すのであれば，保守の改良ではなく，新たな開発となる。これは，ソフトウェア
会計基準の「著しい改良jの具体例で挙げられていた， i主要なプログラムの過半部分を再制作
するJ場合の程度により，保守ではなく，開発の範鴫となることを指摘したことに関する答えで
もある。
総じて，①②がネガティブであれポジテイブであれ あくまで維持対応であるのに対し，維持
対応以外の新たな追加的対応等の全てが該当する区分である。他の基準等では，②と③の区分が
暖味で解釈的たらざるを得ない規定となっているので，明確に区別できることを意図している。
更に，④「部分的な削除」は，当該ソフトウェア全体の廃棄ではなく，機能等の部分的な削除
を意味している。これはFP法の「機能追加Ji機能変更Ji機能削除」のそれぞれの削除に該当
し，纏めて Iつの区分として設けたものである。会計基準には該当する規定がない事象である。
35 ソフトウェア再利用に関しては，注29を参照のこと。
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パグ対応の除去とは奥なるものであり，業務的に不要となったので取り除くのである。例えば，
制度対応としては時限立法の期限切れや法律の廃止，あるいは事業における或る事業分野からの
撤退，或る製品や商品の取り扱いの中止， といった場合である。これらに対・応するソフトウェア
が独立的であれば，全体的な廃棄となるが，基幹系や広範囲の業務系のソフトウェアの場合には，
部分的な削除となる。コンポーネント単体内の部分的な削除，またはソフトウェア内のコンポー
ネント毎の削除で，複数もあり得るが，部分的なものである。独立的に発生する場合もあるが，
②③と併行的に発生する場合もあり，ソフトウェア実務における保守案件としてはー纏まりで
あっても，識別し，会計上は別の処理をしなければならない。これらは後述するように，会計処
理が異なることを考慮し，且つ実務での適用において解釈的な違いを生じさせないための区分と
することが筆者の意図である。
3 会計におけるソフトウェア保守の取り扱いの問題点
さて，これまで様々な保守の分類を見てきたが，文言や定義ではなく，実際の保守案件がどの
分類に該当するか，実務への適用という次元で判然としないという一層大きな問題に関して，取
り上げてきた各分類の相違と併せて，具体的な例を挙げ，それへの適用の妥当性を問う形で考察
する 360
例えば，旧聞に属するが， 1""消費税率の変更」を取り上げてみよう。 1989年に消費税が創設され，
施行当初は税率3%であった。ところが， 1997年4月1日施行で，税率が5%に変更された。そ
の時の対応である 370
表2を説明する形で議論を進めると， 5%で計算するように変更することは，国際標準]IS規
格の分類では「予防保守Jまたは「適応保守Jの何れが適当か。この場合，タイミングも影響し
考慮しなければならないのである。もし税率変更の施行までに対応しなければ，施行日以降は誤
計算となり「運用障害になる」ので それから対応した場合は「緊急保守」ないし「是正保守」
36 上原三人 (2000)の分類は継者家と外見的に近いが，実質的な内容には相当の遠いがある。同書P.4-6で保守
を「システムの機能の維持」と「改普」とに大別し，前者を，①業務環境の変化への対応，②開発環境の変化
への対応(開発言語の変更等)，③運用環境の変化への対応(ハードウェアをホストコンビュータから UN1X
マシンへの変更等)に分けているが，余りにも拡大解釈に過ぎ，大半は後者とすべきである。又，同書P.5で
前者①の例で， 1993年 [89年が正しい:録者]の消費税3%導入， 97年の消費税5%修正， 98年の郵便番号7
桁化，昭和から平成への元号切り換え並びに西暦2000年問題を挙げており，それらを全く同列に置き機能維
持としているが，余りに雑多な取扱いで、ある。
37 予め断っておくが，消費税率をプログラムにおいてロジック又は内部テーブルで抱き込んで、いる場合を想定し
た議論を行おうとしている。処理方式として，税率を外部テーブル化すれば，税率データの変更で済み，ソフ
トウェアの保守(変更)は必要ない。そうする場合も多いが，例えば，外部テーブル化すればディスクのI10
が発生するので，処理性能を前iく求める場合等は，プログラムに組込むこともある。外部テーブル化しでもメ
モリー常駐させれば，ディスクの1/0は回避できるが，アプリケーション・データをメモリー常駐させるこ
とは滅多にないので，プログラムに組込むことは非現実的な:tLt定ではない。なお， Jニ1J;(三八 (2000)でも処理
方式が関係することに言-及している。
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となる。その延長上で言えば税率変更の制定日以降で施行日未前は 3%が「潜在的な障害」と
言えなくはないので，その場合は税率変更対応は「予防保守」になるだろう。だが，制定日から
施行日までの聞の 3%での計算は誤計算ではないから 税率変更施行前の 3%を「潜在的な障害」
と見倣しそれを 5%に変更することを「予防保守」と見倣すのは無理があろう。後知恵を外挿
しではならず，リアルタイムで捉えなければならない。やはり「変化した又は変化している環境
において，ソフトウェア製品を使用できるように保ち続けるために実施するソフトウェア製品の
修正」である「適応保守jが妥当だろう。但し，前述したように，注記にある「運用環境変化」
が制度変更という業務環境変化を包含しているとすれば，である。 FP法では「機能変更」が適
切である。
表2 ソフトウェア保守分類と具体例(消費税率変更対応)
保守の分類規準 分類内容
国際標準]IS規格 適応保守(但し.["運用環境変化」が制度変更という業務環境変化を包含しているとすれば，である。)
FP法 機能変更
筆者案 維持(ポジテイブな維持的対応)
ソフトウェア会計基準 該当なし
桜井通H背教授 保守(法律の小改正への対応)
SFAS86 メンテナンス(["定型的な変更及び追加」が制度変更を包含していれば，である。)
SOP98-1 
アプリケー ションメンテナンス(["マイナー アップグレー ドJが制度変更を包合して
いれば，である。)
(出所:催者)
ソフトウェア会計基準では「機能維持」または「著しくない改良」の何れに該当するか。「機
能維持Jが「パグ取り，ウイルス防止等の修繕・維持・保全」の限りでは，税率変更対応を「パ
グ取り，ウイルス防止」と同列に扱うのは不適切であろう。しかし，税率変更対応は「ソフトウェ
アの操作性の向上等Jではないだろうから. I著しくない改良」も適当とは言えない。従って，
該当する分類がないと言わざるを得ない。しかし 会計処理はせざるを得ないから，会計実務で
は何れかで処理しているというのが実状であろう。
棲井通日青教授の分類では. I保守」に定義されている「法律の小改正への対応」が適切である。
SFAS86では. Iメンテナンス」の定義にある「定型的な変更及び追加J.SOP98-1では「アプリ
ケーションメンテナンス」の「マイナーアップグレード」 が制度変更を包含しているとすれば，
保守となる。しかし規定がどの範囲までを含むのかは具体性がなく，明確でない。
総じて.FP法，棲井通晴教授の分類を除いて，定義や規定が解釈的たらざるを得ず，具体的
な保守案件がどの分類に該当するか判然としない。従って，筆者の分類では，何らかの変化に対
する受動的且つポジテイブな対応として「維持」の区分に該当するものと適用する。
??
遡って，消費税創設時の「消費税対応」はどうだったであろうか。
表3に沿って説明すると，国際標準JIS規格の分類では.I適応保守」であろう。繰り返すが，
制度創設という業務環境変化を包含していればである。この場合. I新しい要求を満たすためのJ
「改良jでも，余り抵抗はない。 FP法では 「機能追加」と「機能変更」である。消費税項目と
計算仕様等の追加と，既存の表示や集計等の変更となる。
表3 ソフトウェア保守分類と具体例(消費税創設対応)
保守の分類規準 分類内容
国際標準]IS規格 適応保守(制度創設という業務環境変化を包含していればである。)
FP法 機能追加と機能変更(消費税項目と計算仕様等の追加と既存の表示や集計等の変更)
筆者案 改良
ソフトウェア会計基準 該当なし(強いて拡大解釈すれば著しくない改良)
桜井通H青教授 保守あるいは機能の改良，強化
SFAS86 保守あるいは製品機能強化
SOP98-1 アップグレード及び改良強化
(出所:筆者)
ソフトウェア会計基準の分類では.I著しくない改良」であろうか。「著しい改良」ではないが，
「改良」と見倣しでも強い抵抗はない。しかし.I操作性の向上」といった性格ではなく，制度創
設という業務環境変化への「適応」が妥当であろう。つまり会計基準には適切な規定がないので
ある。
樫井通晴教授の分類では.I保守」あるいは「機能の改良，強化」の何れか。「保守」の「法律
の小改正への対応」には該当せず，ソフトウェアの「現在の価値を維持するため」の「機能維持」
の「パージョン・アップ」にも該当しないであろうから，消去法的に「機能の改良，強化」とな
る。しかしながら，保守と機能の改良，強化の区分には「客先がついている」か否かを重要な判
断規準としているが，この事象には，何れの場合にも対応が必要であるので，どちらにも該当す
ると考えられる。なお，具体的事象に適用させようとすると，逆に判断規準によって迷いが生じ，
不適切な判断規準であることが判明する。
同様にSFAS86でも.I保守」あるいは「製品機能強化」の何れに該当するかは，定義が暖味
で判断がつかない。 SOP98-1では.Iアップグレード及ぴ改良強化Jであろう。機能追加を伴う
変更・修正であり. I以前には実行不可能であったタスクを実行可能とする」ものとなるからで
ある。
総じて.FP法.SOP98-1の分類を除いては，実際の保守案件への適用には，定義の範囲の暖
昧さ故に解釈の余地があり，判然としない。また，上原三人 (2000)の分類も妥当で、はない。従っ
て，筆者の分類では，何らかの環境的もしくは自発的な，新たな事態・動向に対して，能動的に
新たな仕様を追加する対応として「改良」の区分に該当するものと適用する。
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それならば，今後予定されている「国際会計基準対応」は何れに該当するであろうかお。
表4fこ沿って説明すると，国際標準JIS規格の分類では. I完全化保守」か，あるいは会計ソ
フトウェアの再構築というソフトウェア保守の範轄ではない開発並びに関連ソフトウェアの「適
応保守」または「完全化保守」であろう。 FP法では.I機能追加」と「機能変更」と「機能削除」
か，あるいは会計ソフトウェアの再構築という「新規開発プロジ、エクト」並び関連ソフトウェア
の「機能改良プロジ、エクト」における「機能追加Jと「機能変更jと「機能削除」であろう。
表4 ソフトウェア保守分類と具体例(国際会計基準対応)
保守の分類規準 分類内容
国際標準]IS規格 . r完全化保守」
-開発並びに関連ソフトウェアの「適応保守」又は「完全化保守J(会計ソフトウェ
アの再構築という保守の範時ではない)
FPi:去 -機能追加と機能変更と機能削除
. r新規開発プロジェクト」並び関連ソフトウェアの「機能改良プロジェクト」にお
ける機能追加と機能変更と機能削除
筆者案 改良
ソフトウェア会計基準 -著しい改良
-開発並びに関連ソフトウェアの著しくない改良又は著しい改良
桜井通H育教授 保守あるいは機能の改良，強化
SFAS86 保守あるいは製品機能強化
SOP98-1 アップグレード及び改良強化
(出所:催者)
ソフトウェア会計基準では. I著しい改良」か，あるいは会計ソフトウェアの再構築という「開
発」並び関連ソフトウェアの「著しくない改良」又は「著しい改良」であろう。この場合，国際
会計基準対応という一連の対応において. I開発」ゃ「著しい改良Jは研究開発扱いをしなけれ
ばならず.I著しくない改良」はそうしないことになる。あるいは包括的に研究開発扱いになっ
てしまうのであろうか。コンパージェンスによって近いものとなってはいるが，これまでの日本
基準とは相当に異なるので，容易いとは言えないが，少なくとも原則規定としては明確な国際会
計基準のソフトウェアへの仕様化並びに実装が研究開発として扱われるのは妥当とは思えない。
棋井通H青教授の分類では 「保守」あるいは「機能の改良 強化」の何れか。定義では. I保守J
には該当せず.I機能維持」の「パージョン・アップJにも該当しないので. I機能の改良，強化」
となる。しかし前述のように，保守と機能の改良，強化を区別する客先の有無の判断規準を勘
案すると，逆に判断がつかず，判断規準が不適切であるように思う。
同様にSFAS86でも.I保守」あるいは「製品機能強化」の何れに該当するかは，定義が暖昧
で判断がつかない。 SOP98-1では 「アップグレード及び改良強化」が適切で、あろう。
38 これは国際会計基準対応を全く想定せずに開発し今後対応する場合の議論であり， SAP等は対象としていな
い。現在，実際に運用されている会計ソフトウェアの大半は該当するであろう。
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総じて.FP法.SOP98-1の分類を除いては，やはり定義の範聞の|暖l床さ故に解釈の余地があり，
「改良j前述の消費税制度創設と同類の事象と捉え，筆者の分類では.判然としない。従って，
の区分に該当するものと適用する。但し 全面再構築とする場合は.保守ではなく.開発である。
ソフトウェア保守に適合的な会計処理N 
これまでの保守の分類に関する考察を継承して，個々の区分に如何なる会計処理が適最後に，
会計処理の一覧には掲げてい国際標準JIS規格と FP法に関しては.合的かを考察する。但し，
会計言う まで、もなく，ソフトウェア分野において保守を取り扱うものであり ，ない。これらは，
処理を取り扱うものではないからである。
規不具合の除去)Jは.表5の筆者案に沿って，会計処理を説明する。①「パグ対応(欠陥，
模の増減に関わらず，体化していると見倣されていたが(資産計上済み)実際には段損していた
これは，費用処理が妥当である。資産価値は変わらないので，であるから，価値の回復(実現)
ソフトウェア会計基準やその他の基準等と，取り敢えず同様で、ある。但し留意しなければなら
委託契約にはほぼ必ず暇抗担保責任条項があり，規定の期ないことがある。委託開発した場合，
そ限内に顕現した暇庇すなわちパグに関しては，委託先が無償で対応することになる。従って，
ソフトウェア保守分類と会計処理一覧表5
ソフトウェア
会計基準
SOP98-1 SFAS86 桜井通H背教授筆者案
会計
処理分類
機能追加
のない
耐用年数
の延長 費用
処理?
?
?
? ?? ??
?
????ー?ョ???????
費用
処理
???
分類
会計
処理分類会計処理分類会計処理分類
誤謬の
改正
誤りの
修正
パグ対応
(欠陥 1
不具合)
の除去
更新
??
費用処理機能
維持
費用処理 ??????
更新
定型的な
変更及び
追加
費用
処理
定型的な
改訂
機能維持資産計上?
?…?
????
資産昔|
上(要
f悦足j
機能追加を
{半う
アップ
グレード
改良強化
????
?
? ?
?
??
製品
機能強化
製造
!原価
機能の
改良強化
??
??
?
? ?
?
??
? ?
?????
??????
資産計上改良
著しい
改良
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(出所:録者)
除去fI処理
(資産の
削減)
部分的
削除
の場合は委託元では費用が発生せず 費用処理は行わないのである(なおこの点は，表5には記
載していない)。これに関しては 何れの基準等も全く留意していない。この点は，筆者案が異
なるところである。
②「維持(ポジテイブな維持)Jは，ソフトウェア会計基準には該当する規定が欠落している
ものである。パグを混在させた「修繕・維持・保全」とは似て非なる規定であり，且つ「改良J
とは別に独自に設定するのが妥当なものである。有形資産の会計基準における取り扱いとはf~な
り(そもそもソフトウェアには物理的な経年劣化等はない).既存の自ら体現している仕様の変
更による環境への適応である。また，暇庇へのネガテイブな対応ではなく，あくまでポジテイブ
な維持であるという性格からすれば，資産計上が妥当である，と考える。他の基準等では• ~~m 
処理する規定となっているが，経済的(業務的)な陳腐化を回避し，適応的になることで.JI.っ
それにより経済的な耐用年数が延長することで資産価値の増加をもたらす事象であるので.1ft政
計上とする。
③「改良」は，維持対応ではない追加的対応なので資産価値の増加であることは確かだが， ソ
フトウェア会計基準のように「著しくない」と「著しい」に区分せず，一纏まりのヰi象として捉
え，全てを同じ取り扱いで資産計上とすることが妥当であると考える。
④「部分的な削除」は，業務的に不要となったので取り除く，機能等の部分的な削除である。
従って，ソフトウェア資産から削減する資産価値の減少なので，除却処理が妥当で、あり • 1ft肢の
減額と所要費用の費用処理をすることになる。
V おわりに
本稿は，ソフトウェアにとって重要な保守を主題的に取り上げ，ソフトウェア会計基準におけ
る保守の取り扱いを問題視し，保守に適合的な会計処理に関する考察を行った。まず，ソフトウェ
ア保守とは何かを明確にするために，ソフトウェア・ライフサイクルに占める期間とコストの面
から保守を概観した。また，保守に関する分類を取り上げ，保守の特性を更に明確化した。次に，
会計の現状における保守の取り扱いに関して，日本基準だけでなく，アメリカ基準等をも併せて，
分類とそれに基づく会計処理を取り上げることにより 明らかにした。これらに対して，ソフト
ウェア保守には如何なる分類が適合的点取り上げた分類を比較評価し，問題点を明確にするこ
とを通して，優位的な筆者案を提示した。更に その分類に適合的な会計処理案を提示した。
筆者案の分類は，ソフトウェア会計基準が規定を欠落させ隙聞を作ってしまっている「維持J
という区分を設けたことが大きな特徴である。これは，何らかの環境変化に対する受動的且つポ
ジティブな維持対応を意味する。この区分仁最低限の維持対応である欠陥，不具合の除去を意
味する「パグ対応」の区分とは，戯然と異なったものである。また. I改良」の区分は，上記2
区分がネガテイブであれポジティブであれ，維持対応であるのに対し，維持対応以外の新たな追
加的対応の全てが該当する区分とした。これらの区分の何れに該当するかについて，他の会計基
準等では規定が陵昧で解釈的たらざるを得ないので，適否を明確に区別できるものとした。しか
も，会計処理に直結し，実際の適用に解釈の余地を残さないような分類を提示した。更に，長期
間に亘る保守では当然に起こり得る機能等の部分的な削除を意味する「部分的な削除」の区分を
設けたことも大きな特徴である。これは，会計分野における保守の取り扱いでーは全く欠落してい
たものであり，不可欠な補充である，と考える。会計処理として，ポジテイブな「維持」を資産
計上とすることは，それ自体の経年劣化等が生じないソフトウェアの特性と環境変化への適応的
な維持，そしてそれにより利用(寿命)が継続延長できることを考慮すれば，資産計上とするこ
とが妥当である， と考える。
なお，測定に関しては立ち入らなかったが，保守案件を性格分類別の個別案件に分けて測定を
行うこと，年間保守契約等の場合でも個々の案件内容が判明している限り，それに即した按分を
行うことにすればよい，と考える。
本稿は，ソフトウェアの保守に主題を限定したが，開発に関しでも未だ取り上げるべき重要な
ことがある。開発で多発しているプロジ、エクトの失敗に関連しこれまで本格的には取り上げら
れてこなかった「仕損J39，開発ツールやオープンソースに関しでも，ソフトウェア会計の在り
様を主題的に取り上げたいと考えている。また，開発や保守の局面だけではなく，運用，廃棄の
局面も欠かせないものである。このように，ソフトウェア・ライフサイクルに即した，ソフトウェ
ア会計の体系を構築するために，鋭意研究に励む所存である。
引用文献
・上原三八， Wei-Tek Tsai，佐野隆，馬場一弥 (2000)r保守とリエンジニアリングJ共立出版
・企業会計審議会 (1998)r研究開発費等に係る会計基準」
-企業会計審議会 (1998)r研究開発費等に係る会計基準の設定に関する意見書」
-楼井通晴編 (1993)rソフトウエア会計 ソフトウェア会計実務指針「案」の解説と実際例』中央経済社
-情報処理推進機構ソフトウエア・エンジニアリング・センター編 (2007)rソフトウェア改良開発見積りガイド
ブ、ツク~既存システムがある場合の開発-.1オーム社
・ソフトウェア・メインテナンス研究会編，増井手口也・弘中茂樹・馬場辰男・松永真著 (2007)rソフトウェア保
守開発-1S014764による-.1ソフト・リサーチ・センター
-rソフトウェア技術ーソフトウェアライフサイクルプロセス一保守J(1SO/1EC 14764:2006， ]IS X 0161却08)
日本規格協会編 (2011)nrSハンドブック 66-1 ソフトウェア』日本規格協会
-日本公認会計士協会 (1999)r会計制度委員会報告第 12号研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する
実務指針」
・日本情報システム・ユーザー協会(JUAS)(2010) r2009年度版「ユーザー企業 ソフトウエアメトリックス調
査2010J報告書』
・日本情報システム・ユーザー協会(JUAS)(2012) r企業IT動向調査報告書2012(2011年度調査).1
'A1CPA (1998)， S品atement01 Position 98-1“'Accounting lor the Costs 01 Comtuter Software Developed or 
Obtained lor 1:日ternalUse"目
39 これに関しては.rソフトウェア開発の失敗に関する会計処理案一ソフトウェアの仕扱を会計・で、はどのように
捕捉すればよいかーJr明治大学専門職大学院研究論集j第5号 (P.59-78).明治大学専門職大学院.2013 
年2月28日を参照。
. FASB (1985)， 5tatement of Financial Accounting 5仰tdardsNo.86 'Accounting for the Costs of Computer 50ft 
ware to Be 501d， Leased， or Otherwise Marketed". (財務会計基準審議会(日本公認会計士協会 国際委員会訳)
(1985) ['財務会計基準書第86号 販売 リースその他の方法で市場に出されたコンピュータ・ソフトウエア原
価の会計処理J)
. Glass，Robert L. (2003)， Facts and Fallacies of 50ftware Engineering， Pearson Education，Inc. (ロパー ト・ L・グ
ラス(山浦恒央訳)(2004) rソフトウェア開発の 55の真実と 10のウソ』日経BP社)
. Jones， Capers (2008). Applied 50.βware Measurement:Assuring Productivity and Quality， McGraw-Hill 3rd ed .
(ケーパーズ・ジョーンズ(富野欝・小坂恭一監訳)(2010) rソフトウェア開発の定量化手法 生産性と品質の
向上をめざして第3版』構造計画研究所発行，共立出版発売)
. Jones， Capers (2010)， 50ft自1areEngineering Best Practices: Lessons from 5uccessful Projects in the Top Compa-
nies， The McGraw-Hill. (ケーパーズ・ジョーンズ(富野簿・岩尾俊二監修，水野哲博・吉田善亮監訳)(2012) 
『ソフトウェア工学のベストプラクテイス ソフトウェア工学の真の工学への発展をめざして』構造計画研究所
発行共立出版発売)
. IFPUG (International Function Point Users Group) (JFPUG (Japan Function Point Users Group)監訳)(2005) 
『ファンクションポイント計調Ijマニュアル リリース 4.2.1J.IJFPUG 
- 110一
